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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移

 

回次 第69期 第70期 第71期 第72期 第73期

決算年月 令和４年３月 令和５年３月 令和６年３月 令和７年３月 令和８年３月

売上高 (千円) 407,402 415,573 424,452 403,153 345,453

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) 142,049 133,018 121,072 140,248 △145,011

当期純利益 (千円) 97,987 91,354 83,148 96,833 1,170,890

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 135,000 135,000 135,000 135,000 135,000

発行済株式総数 (株) 270,000 270,000 270,000 270,000 270,000

純資産額 (千円) 1,328,071 1,405,937 1,475,597 1,558,942 2,716,344

総資産額 (千円) 1,555,782 1,637,996 1,692,979 1,796,384 3,400,359

１株当たり純資産額 (円) 4,922.98 5,211.62 5,469.84 5,778.79 10,069.11

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円) 50 50 50 50 50

(円) (―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期
純利益金額

(円) 363.23 338.64 308.22 358.95 4,340.33

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 85.36 85.83 87.16 86.78 79.88

自己資本利益率 (％) 7.62 6.68 5.77 6.38 54.77

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

配当性向 (％) 13.77 14.76 16.22 13.93 1.15

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 116,713 117,415 93,334 114,508 △479,507

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △15,970 △10,388 △11,584 △53,912 △84,182

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △13,488 △13,488 △13,488 △13,488 △13,488

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 1,152,856 1,246,394 1,314,656 1,361,763 784,584

従業員数 (名) 6 6 7 6 4

株主総利回り (％) ― ― ― ― ―

最高株価 (円) ― ― ― ― ―

最低株価 (円) ― ― ― ― ―
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(注) １　当社は、子会社がないため、連結財務諸表を作成しておりませんので連結会計年度にかかる主要な経営指標

等の推移については記載しておりません。

また関連会社がないため持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　従業員数は就業人員数で表示しております。

４　株主総利回り、最高株価及び最低株価については、当社株式は非上場でありますので記載しておりません。
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２ 【沿革】

昭和28年５月 東京都中央区西八丁堀２丁目株式会社荒井組の所有地211.03坪を賃借し、浜尾安一(竹中工

務店)、末永民蔵(鹿島建設)、本間嘉平(大成建設)が創立発起人となって株式会社東京建設

会館を創立した。

昭和30年５月 東京都中央区西八丁堀２丁目に地下１階、地上５階(建坪969.03坪)のビルを建設、営業を

開始した。

しかし、２階の共用部分を除く150.61坪を株式会社東日本保証会社(現東日本建設業保証

株式会社)に売却した。

昭和37年11月 隣接地の株式会社建設ビルディングの土地134.53坪を賃借して今までの５階建を含め８階

建とし、建設ビルディングより借用部分の地下を２階とした。

昭和43年７月 株式会社荒井組から借地(211.03坪)を買収した。

昭和52年６月 株式会社建設ビルディングを吸収合併した。

この結果、土地はすべて自社所有(345.56坪)となった。

令和７年３月 ２階の共用部分を除く150.61坪を東日本建設業保証株式会社から買い戻した。

この結果、建物はすべて自社所有(2,993.33坪)となったことから、土地及び建物すべて

が自社所有となった。

令和７年10月 自社所有の土地及び建物を売却し、東京都中央区八丁堀二丁目８番５号の旧戸田建設本社

ビルを購入し移転した。
 

 

３ 【事業の内容】

当社には、子会社、関連会社はありません。

当社の事業は貸室業で、その賃貸先は建設関係諸団体であります。
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４ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社をとりまく経営環境は、国内外の経済情勢や金融市場の先行きに不透明感が残る中、不動産業界においても金

利動向や需給の変化、環境対応への要請など、多面的な課題に直面しております。

オフィス需要は回復基調にあるものの、働き方の変化を背景とした多様なニーズへの対応が一層重要となっており

ます。また、中小規模ビルを取り巻く環境におきましては、立地優位性に加え、設備・機能面における付加価値の向

上が求められております。

当社は、旧東京建設会館ビルを新築して以来71年余りが経過し、ビルの老朽化が進んでいたことから、令和７年10

月に戸田建設株式会社旧本社ビル(東京都中央区八丁堀二丁目８番５号、地上９階建)を購入し、新東京建設会館ビル

として、建設関係諸団体の活動拠点としての機能を維持・強化していくこととなりました。今後も安定した経営を継

続することに努めて参りたいと考えております。

 

２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社のサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

 

(1) ガバナンス

当社では、持続可能性の観点から企業価値を向上させるため、代表取締役社長がサステナビリティ課題に関する

経営判断の最終責任を有しております。代表取締役社長は、日常業務執行にあたる支配人とで、サステナビリティ

に係る当社の在り方を協議の上、取締役会への報告を行います。

取締役会はサステナビリティ全般に関するリスク及び機会の監督に対する責任と権限を有しており、サステナビ

リティに関するリスク及び機会に対応するための計画の立案、実行結果の進捗管理を審議・監督を行っておりま

す。

 

(2) 戦略

当社は、保有不動産の安定運営を基本方針とし、建物の維持管理及び設備更新を計画的に実地することで、テナ

ント満足度の維持及び資産価値の維持向上に努めております。

また、省エネルギーに配慮した設備更新等についても、必要性及び経済合理性を踏まえながら検討しておりま

す。

 

(3) リスク管理

当社において、全社的なリスク管理、サステナビリティに係るリスクの識別、優先的に対応すべきリスクの絞り

込みについては、代表取締役社長及び支配人とで詳細な検討を行い共有しております。また、重要なサステナビリ

ティに関するリスクへの対応状況は、代表取締役社長及び支配人とでモニタリングされ、その内容は取締役会へ報

告されます。

代表取締役及び支配人からサステナビリティ関連については、取締役会へ報告、監督されます。

 

(4) 指標及び目標

当社は小規模組織であり、現時点においてサステナビリティ関連の具体的な数値目標は設定しておりませんが、

建物の適切な維持管理及び安定的な事業運営に継続して取り組んでまいります。
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３ 【事業等のリスク】

現時点では、建設関係諸団体を主要テナントとするオフィスビルとして安定稼働を維持しているものの、今後は物

件設備や環境性能等に対するテナントニーズが変化することも予想されます。安定した賃貸収益を維持するために

は、将来的な修繕・設備更新を見据えた継続的な投資余力の確保が重要であると認識しております。

 

４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

① 経営成績

当事業年度における我が国経済は、物価上昇を伴いながらも緩やかな回復基調で推移し、長らく続いた低金利環

境からの転換、いわゆる金利のある世界への移行が進展いたしました。

また、インバウンド需要の回復や都市部における再開発の進展、海外投資資金の流入等を背景に、企業活動は持

ち直しの動きを見せております。一方で、中東情勢をはじめとする地政学的リスクの高まりや、それに伴うエネル

ギー価格の上昇等により、景気の先行きには依然として不透明感が残る状況にあります。

賃貸オフィス市場におきましては、出社回帰の動きが一層明確となり、対面でのコミュニケーションを重視した

高品質オフィスへの需要が高まっております。

このような状況下、当社は、ビルの機能向上等を図る為、老朽化の進んでいた旧東京建設会館からの移転を予定

通り実施いたしました。移転に伴い、総賃貸床面積は減少いたしましたが、各テナントへの賃料単価は適正水準へ

見直しを行いました。

このような中で、当社第73期の業績は、売上高345,453千円と、前年同期403,153千円と比べ、57,699千円(△

14.3％)の減収となりました。

営業費用は492,759千円と前年同期263,682千円に比べ229,076千円(86.9％)の増加となりましたが、これは移転

に伴う諸費用や不動産取得に係る公租公課(不動産取得税・登録免許税)等の計上により、一般管理費が320,600千

円に増加となったためであります。

この結果、営業損益及び経常損益はいずれも損失となりました。

一方で、当期は旧会館の不動産売却に伴う固定資産売却益8,220,228千円を計上したほか、固定資産の圧縮損、

廃棄損等の特別損失6,387,464千円を計上したことにより、税引前当期純利益は1,687,752千円となり、この結果、

当期純利益は1,170,890千円となり、前年同期96,833千円に比べ1,074,056千円の増益となりました。

 

② 財政状態

当期末の総資産については、前期末と比較して1,603,974千円増加した3,400,359千円となりました。その主な要

因は、未収消費税等が287,619千円の増加、土地が1,245,788千円の増加となったことによるものです。

負債合計は前期末と比較して446,572千円増加した684,014千円となりました。その主な要因は、未払法人税等が

508,687千円の増加、長期預り敷金保証金が51,932千円の減少によるものであります。

純資産は前期末と比較して1,157,401千円増加した2,716,344千円となりました。その主な要因は、当期純利益に

よる利益剰余金の1,170,890千円増加、剰余金の配当により利益剰余金の13,488千円減少によるものであります。

当事業年度において、新たな有利子負債による資金調達はありません。また、自己資本比率は79.88％(前期

86.78％)となりました。

 

③ キャッシュ・フロー

当事業年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前事業年度末に比べ577,178千円減少し、

当事業年度末784,584千円となりました。

なお、当事業年度におけるキャッシュ・フローの詳細は、次の通りであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度において営業活動により使用した資金は479,507千円と前年同期獲得した114,508千円と比べ594,015

千円減少いたしました。これは主に、税引前当期純利益が1,687,752千円(前年同期140,248千円)、固定資産売却益

が7,690,228千円、固定資産圧縮損が5,618,895千円となったことの他、未収消費税等が287,619千円増加となった

ためであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度において投資活動の結果使用した資金は84,182千円(前年同期53,912千円)となりました。これは主

に、新規有形固定資産の取得のための支出によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)
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当事業年度において財務活動の結果使用した資金は13,488千円(前年同期13,488千円)となりました。これは、配

当金の支払いのための支出によるものであります。

 

④ 生産、受注及び販売の状況

当事業年度の売上高、当期純利益の実績及び対前年比較は下表のとおりであります。

 

区分
当事業年度
（千円）

対前年比較

金額(千円) 増減率(％)

売上高 345,453 △57,699 △14.3

当期純利益 1,170,890 1,074,056 1,109.2
 

(注) 1　当社は、「貸室業」の単一セグメントであります。

2　主な相手別の売上実績及び当該売上実績に対する割合

相手先

前事業年度 当事業年度

売上高（千円） 割合（％） 売上高（千円） 割合（％）

一般社団法人日本建設業連合会 123,833 30.7 107,827 31.2

東日本建設業保証株式会社 41,766 10.4 55,388 16.1

東京都土木建築健康保険組合 33,709 8.4 39,776 11.5
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(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において、当社が判断したものであります。

① 財政状態及び経営成績

当社の当事業年度の売上高は、345,453千円と前期比14.3％の減収となっております。

また当事業年度の営業費用は、492,759千円と前期比86.9％の増加となっております。(賃貸原価172,158千円、

一般管理費320,600千円)

この結果、当事業年度は営業損失147,305千円、経常損失145,011千円となりましたが、特別利益8,220,228千

円、特別損失6,387,464千円となり、当期純利益は1,170,890千円の増益となりました。

 
② キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資本の流動性に係る情報

当社の運転資金需要のうち主なものは、賃貸原価、一般管理費等の営業費用であります。

当社は、事業運営上必要な流動性と資金の源泉を安定的に確保することを基本方針としており、運転資金は現

状、自己資金を基本としております。

また当社は、安定的な営業キャッシュ・フローを賃貸収入により獲得しております。

 

③ 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社の財務諸表は、我が国において、一般に公正妥当と認められている会計基準に基づいて作成されておりま

す。財務諸表の作成にあたっては、資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす見積り及び仮定を用いてお

ります。

財務諸表の作成にあたって用いた会計上の見積り及び仮定のうち、重要なものは「第５　経理の状況　１　財務

諸表等　注記事項　(重要な会計上の見積り)」に記載しております。

 

５ 【重要な契約等】

主なる契約は次の通りであります。

令和８年３月31日現在

階数 契約者
月賃貸料
(千円)

長期預り敷金保証金
(千円)

８ 東日本建設業保証株式会社 3,655 10,896

７ 東京都土木建築健康保険組合 3,541 10,625

６ 一般社団法人全国建設業協会 2,828 8,414

５、４ 一般社団法人日本建設業連合会 6,971 34,675

３ 一般社団法人東京建設業協会 2,306 6,918

 その他 3,481 10,443

 計 22,783 81,972
 

 

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当社の当期の設備投資額は、土地5,079,080千円、建物2,710,920千円、建物附属設備103,767千円、工具、器具及

び備品29,366千円の総額7,923,134千円であります。

 

２ 【主要な設備の状況】
令和８年３月31日現在

事業所
業務内容
及び主要品目

面積(㎡) 帳簿価額

土地
土地
(千円)

建物
(千円)

建物附属
設備
(千円)

構築物
(千円)

工具、
器具及び
備品
(千円)

合計
(千円)

従業員数
(名)

本社 賃貸用 ― 1,160,759 613,350 28,552 ― ― 1,802,661 1

(東京都
中央区)

管理業務用 ― 254,800 134,637 70,063 ― 26,556 486,059 3

合計 894.04 1,415,559 747,988 98,615 ― 26,556 2,288,720 4
 

(注) １　投下資本の金額は、有形固定資産の帳簿価額であります。

２　現在休止中の設備はありません。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備新設等

該当事項はありません。

 

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 700,000

計 700,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(令和８年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(令和８年６月22日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 270,000 270,000 該当なし (注)１、２

計 270,000 270,000 ― ―
 

(注) １　単元株制度を採用しておりません。

２　株式の譲渡制限に関する規定は次の通りです。

当社の発行する全部の株式について、譲渡による当該株式の取得には、取締役会の承認が必要です。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

昭和35年５月31日(注) 56,000 270,000 28,000 135,000 ― ―
 

(注)  有償  株主割当  １：0.26

  資本組入額  500円

  発行価額    500円
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(5) 【所有者別状況】

令和８年３月31日現在

区分
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― ― ― 56 ―  ― ※ 4 60

所有株式数
(株)

― ― ― 263,640 ―  ― ※ 6,360 270,000

所有株式数
の割合(％)

― ― ― 97.6 ― ― 2.4 100
 

※  個人その他には当社所有の自己株式230株が含まれております。

 

(6) 【大株主の状況】

令和８年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己株式を
除く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

大成建設株式会社 東京都新宿区西新宿１―25―１ 21 8.07

戸田建設株式会社 東京都中央区京橋１―７―１ 20 7.56

株式会社大林組 東京都港区港南２－15－２ 19 7.24

株式会社安藤・間 東京都港区東新橋１－９－１ 19 7.15

株式会社竹中工務店 大阪市中央区本町４―１―13 17 6.39

鹿島建設株式会社 東京都港区元赤坂１―３―１ 16 6.26

清水建設株式会社 東京都中央区京橋２―16―１ 16 6.15

西松建設株式会社 東京都港区虎ノ門１―17―１ 13 4.85

株式会社熊谷組 東京都新宿区津久戸町２―１ 12 4.47

佐藤工業株式会社 東京都中央区日本橋本町４―12―19 10 3.87

計  167 62.01
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

令和８年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 230
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 269,770
 

269,770 ―

発行済株式総数 270,000 ― ―

総株主の議決権 ― 269,770 ―
 

 

② 【自己株式等】

令和８年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 東京都中央区八丁堀２－８
－５

230 ― 230 0.08
株式会社東京建設会館

計 ― 230 ― 230 0.08
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 普通株式
 

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、株式交付、
会社分割に係る移転を行った
取得自己株式

― ― ― ―

その他(―) ― ― ― ―

保有自己株式数 230 ― 230 ―
 

 

３ 【配当政策】

当社は創業以来一貫して株主への利益還元を重要な課題の一つとして考え経営に当たってきました。

この方針のもとに配当は、１株当たり配当額50円を今後もこれを継続実施していく所存であります。

当期の内部留保資金につきましては、今後の企業体質の強化と事業の充実に役立てることにしたいと思います。

また当社は、期末に年１回の剰余金の配当を行うこととしております。これらの剰余金の配当決定機関は、定時株

主総会であります。なお、当事業年度に係る剰余金の配当は、以下の通りであります。

 

決議年月日 配当金の総額(千円) １株当たり配当額(円)

令和８年６月19日
13,488 50

定時株主総会
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、健全で透明性が高く、経営環境の変化に迅速かつ的

確に対応できる経営体制を重要な課題の一つと考えております。コンプライアンスにつきましては、経営陣のみなら

ず、全社員が認識し実践することが重要であると考えております。

①  会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

イ 会社の機関の内容

当社は監査役制度を採用しており、取締役会は、令和８年３月31日現在８名で構成され、年４回定時取締役会

を、また必要に応じて臨時取締役会を開催し、十分な議論を尽くして経営上の意思決定を行っております。また

日常業務執行に支配人１名を採用しております。２名の監査役(社外監査役)は、取締役会のほか重要な会議に出

席し、取締役の職務執行について、厳正な監視を行っております。幹部定例会議は、支配人・部長１名で構成さ

れており、毎週月曜日に開催しています。なお、当社の取締役は18名以内、監査役３名以内とする旨を定款で定

めております。

また、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行い、累積投票によらない旨を定款に定めております。

ロ  会社の機関・内部統制の関係
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ハ  内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況

当社における内部統制システム及びリスク管理体制の主な内容は次の通りであります。

当社の経営基本方針は、健全な企業活動として、法令やルールの尊守、高い倫理観に基づいた行動であると認

識し、取締役会を始め、会社で共有するように図っております。監査役監査については、業務監査及び会計監査

におきましても通常の監査業務の他、必要に応じて業務活動や諸規程の適正性や妥当性を評価し、取締役会へ報

告、改善提言を実施しております。また、社内には幹部定例会議を支配人、部長の出席で開催し、日常の管理業

務に適切に反映させるよう努めております。

事業等のリスクに対しては、その低減及び回避するため諸施策を実施するほか日常の管理業務については、幹

部定例会議で分担してあたっております。またリスクが現実に発生しますと、経営トップの指揮のもと迅速適切

な対応を図るよう社内の情報伝達体制とあわせて対応方針を明確にしております。

ニ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める決議について、議決権を行使する

ことができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を

定款に定めております。

 

②　役員の報酬等の状況

取  締  役 ９名 13,496千円

社外監査役 ３名 2,916千円
 

(注1) 当社には、社外取締役はおりません。

(注2) 上記の人員及び報酬等の額には、当期中に退任した取締役１名及び監査役１名を含んでおります。

(注3) 役員の報酬等の額には、役員退職慰労引当金繰入額及び役員退職慰労金の1,533千円を含めております。

 

③　取締役会の活動状況

当事業年度において当社は取締役会を５回開催しており、個々の取締役の出席回数は以下の通りです。

役職及び氏名 開催回数 出席回数

代表取締役社長　新妻　　充 ５回 ５回

取締役　　　　　河埜　祐一 １回 １回

取締役　　　　　羽田　宇男 ５回 ５回

取締役　　　　　前澤　洋介 ５回 ４回

取締役　　　　　笠原　淳一 ５回 ４回

取締役　　　　　小松　　健 ５回 ４回

取締役　　　　　山嵜　俊博 ５回 ３回

取締役　　　　　富岡　孝行 ５回 ５回

取締役　　　　　鳥居　久嗣 ４回 ４回
 

(注) 河埜祐一氏は令和７年６月19日開催の第72回定時株主総会をもって退任し、鳥居久嗣氏は同日選任されま

した。取締役会においては、株主総会招集、事業報告・計算書類の承認、空室対策・テナントとの協議事

項等について検討いたしました。
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(2) 【役員の状況】

①　役員一覧

男性10名　女性0名　（役員のうち女性の比率0％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役社長 富　岡　孝　行 昭和40年７月22日生

平成25年４月 株式会社大林組東京本店建築事業
部営業部部長

　　31年４月 株式会社大林組建築本部営業企画
室長

令和２年４月 株式会社大林組営業総本部統括部
長

　　４年４月 株式会社大林組執行役員営業総本
部副本部長

　　５年４月 株式会社大林組執行役員グローバ
ル経営戦略室長 人事・財務・経理

担当
　　５年６月 当社取締役
　　６年４月 株式会社大林組執行役員グローバ

ル経営戦略室長 コーポレート・コ

ミュニケーション室・秘書室・総
務部・ビジネスイノベーション推
進室担当

　　７年４月 株式会社大林組常務執行役員グ
ローバル経営戦略室長 コーポレー

ト・コミュニケーション室・秘書
室・総務部・ビジネスイノベー
ション推進室担当

　　８年４月 株式会社大林組常務執行役員グ
ローバル経営戦略室長 コーポレー

ト・コミュニケーション室・秘書
室・総務部担当(現在)

　　８年６月 当社代表取締役社長(現在)

(注)２ ―

取締役 羽　田　宇　男 昭和35年２月14日生

平成21年４月 清水建設株式会社総務部長
　　29年４月 清水建設株式会社執行役員総務部

長、企業倫理相談室長
　　29年６月 当社取締役(現在)
令和２年４月 清水建設株式会社常務執行役員総務

担当、企業倫理相談室長
　　５年４月 清水建設株式会社専務執行役員総務

担当、法務担当、危機管理担当、グ
ループ会社担当、企業倫理室長

　　７年４月 清水建設株式会社副社長執行役員企
業倫理室長、総務担当、法務担当、
危機管理担当、グループ会社担当
(現在)

(注)２ ―

取締役 新　妻　　　充 昭和38年１月26日生

平成20年４月 鹿島建設株式会社秘書室秘書役
　　29年４月 鹿島建設株式会社執行役員秘書室秘

書役
　　30年４月 鹿島建設株式会社執行役員秘書室秘

書役、総務管理本部副本部長
令和元年６月 当社取締役
　　２年４月 鹿島建設株式会社執行役員総務管理

本部副本部長広報室管掌
　　３年６月 当社代表取締役社長
　　８年３月 鹿島建設株式会社顧問(現在)
　　８年６月 当社取締役(現在)

(注)２ ―

取締役 前　澤　洋　介 昭和35年３月17日生

平成13年４月 株式会社竹中工務店開発事業本部竹
中開発U・S・A課長

　　14年４月 株式会社竹中工務店開発事業本部事
業部課長

　　22年４月 株式会社竹中工務店開発事業本部海
外事業部長

　　23年３月 株式会社竹中工務店開発事業本部長
　　26年３月 株式会社竹中工務店財務室長
　　27年３月 株式会社竹中工務店執行役員財務室

長
　　31年３月 株式会社竹中工務店常務執行役員
令和元年６月 当社取締役(現在)
　　５年３月 株式会社竹中工務店取締役専務執行

役員
　　８年３月 株式会社竹中工務店取締役執行役員

副社長(現在)

(注)２ ―
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 笠　原　淳　一 昭和36年６月29日生

平成18年７月 大成建設株式会社
四国支店管理部管理室長

　　21年５月 大成建設株式会社
管理本部総務部総務室長

　　25年１月 大成建設株式会社
名古屋支店管理部長

　　27年１月 大成建設株式会社
管理本部総務部長

令和２年４月 大成建設株式会社
執行役員管理本部総務部長

　　３年６月 当社取締役(現在)
　　３年６月 大成建設株式会社

執行役員管理本部副本部長
兼総務部長

　　５年４月 大成建設株式会社
常務執行役員管理本部副本部長
兼総務部長

　　６年４月 大成建設株式会社
専務執行役員管理本部副本部長

　　６年６月 大成建設株式会社
取締役専務執行役員管理本部副本部
長

　　８年４月 大成建設株式会社
代表取締役専務執行役員管理本部長
(現在)

(注)２ ―

取締役 小　松　　　健 昭和32年11月13日生

平成27年４月 株式会社安藤・間
執行役員九州支店長

　　30年４月 株式会社安藤・間
執行役員名古屋支店長

　　31年４月 株式会社安藤・間
執行役員東京支店長

令和２年４月 株式会社安藤・間
常務執行役員東京支店長

　　３年４月 株式会社安藤・間
常務執行役員営業本部長

　　３年６月 当社取締役(現在)
　　３年６月 株式会社安藤・間取締役

常務執行役員営業本部長
　　６年４月 株式会社安藤・間取締役

専務執行役員営業本部長
　　７年４月 株式会社安藤・間取締役

専務執行役員建築事業本部長(現在)

(注)２ ―

取締役 山　嵜　俊　博 昭和33年７月10日生

平成20年３月 戸田建設株式会社管理本部財務部
長

　　27年４月 戸田建設株式会社執行役員管理本
部財務部長

　　28年３月 戸田建設株式会社執行役員管理本
部執務

令和３年３月 戸田建設株式会社執行役員管理統
轄部副統轄部長

　　４年６月 戸田建設株式会社取締役専務執行
役員コーポレート本部長

　　５年４月 戸田建設株式会社取締役執行役員
副社長コーポレート本部長(現在)

　　５年６月 当社取締役(現在)

(注)２ ―

取締役 鳥　居　久　嗣 昭和41年７月５日生

平成27年６月 西松建設株式会社関東建築支社購
買部長

令和２年４月 西松建設株式会社コンプライアン
ス推進部長兼総務部担当部長

　　３年４月 西松建設株式会社コンプライアン
ス推進部長兼広報部長

　　５年４月 西松建設株式会社執行役員管理本
部副本部長兼総務部長兼コンプラ
イアンス推進部長

　　７年４月 西松建設株式会社執行役員管理統
括室副室長兼総務部長(現在)

　　７年６月 当社取締役(現在)

(注)２ ―
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

監査役 谷　口　弘　恭 昭和38年２月10日生

平成21年４月 株式会社熊谷組管理本部財務部長
　　25年４月 株式会社熊谷組首都圏支店担当部長
　　26年４月 株式会社熊谷組東北支店管理部長
　　30年４月 株式会社熊谷組東北支店支店次長
　　31年４月 株式会社熊谷組首都圏支店副支店

長、管理部長
令和２年４月 株式会社熊谷組管理本部副本部長、

人事総務部長
　　３年４月 株式会社熊谷組執行役員
　　５年４月 株式会社熊谷組常務執行役員管理本

部長
　　６年４月 株式会社熊谷組専務執行役員管理本

部長、コンプライアンス担当、危機
管理担当

　　６年６月 株式会社熊谷組取締役専務執行役員
管理本部長、コンプライアンス担
当、危機管理担当(現在)

　　７年６月 当社監査役(現在)

(注)３ ―

監査役 髙　橋　建　夫 昭和38年10月１日生

平成23年７月 佐藤工業株式会社
総合企画室企画部長

　　24年11月 佐藤工業株式会社
管理本部経理部長

　　29年９月 佐藤工業株式会社
社長室長

　　30年９月 佐藤工業株式会社
執行役員社長室長

令和６年９月 佐藤工業株式会社
常務執行役員社長室長

　　７年９月 佐藤工業株式会社
取締役常務執行役員社長室長(現在)

　　８年６月 当社監査役(現在)

(注)４ ―

計 ―   ―
 

(注) １ 監査役谷口弘恭、髙橋建夫の両名は社外監査役であります。

２ 取締役の任期は、令和７年３月期に係る定時株主総会終結の時から令和９年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

３ 監査役の任期は、令和７年３月期に係る定時株主総会終結の時から令和９年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

４ 監査役の任期は、令和８年３月期に係る定時株主総会終結の時から令和９年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

５　なお支配人１名がおります。
　

②　社外役員の状況

社外監査役谷口弘恭、髙橋建夫の両名は、当社との間で利害関係はなく、中立的・客観的立場で取締役の職務

執行を監査しております。そのため、当社経営陣から著しい影響を受ける恐れがなく、独立性が確保されている

ものと判断しております。これにより当社では、執行機能に対する外部からの中立的・客観的監査機能が十分に

構築されているものと判断し、社外取締役を選任しておりません。

また、社外監査役の選任については、様々な分野における豊富な経験や見識を有し、かつ経営陣からの独立性

が確保されているかという観点から人選しております。
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(3) 【監査の状況】

①　監査役監査の状況

当社は監査役会非設置会社であり、監査役は非常勤監査役２名で構成されております。監査役２名は適時に業

務監査を実施し、支配人及び管理部長と連絡、協議しております。また、取締役会その他重要な会議に出席し、

適宜報告及び意見交換を行っております。なお、当事業年度における監査役の取締役会への出席回数は以下のと

おりです。

氏名 開催回数 出席回数

日髙　功二 １回 １回

金子　慶仙 ５回 ４回

谷口　弘恭 ４回 ２回
 

日髙功二氏は令和７年６月19日開催の第72回定時株主総会をもって辞任し、谷口弘恭氏は同日選任されました。

 
②　内部監査の状況

当社の内部監査につきましては、小規模であるため組織化されておりません。会計監査につきましては、当社

は非公開会社であり、会社法上の会計監査は受けておりませんが金融商品取引法監査を受けており、監査役は会

計監査を実施するほか、公認会計士とも必要に応じて協議しております。

③ 会計監査の状況

a. 監査法人の名称

東陽監査法人

b. 継続監査期間

38年間

上記継続監査期間は、当社において調査可能な範囲での期間であり、実際の継続監査期間は、上記を超えて

いる可能性があります。

c. 業務を執行した公認会計士

早﨑　　信

小西　正毅

d. 監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士５名であります。
 

④ 監査報酬の内容等

a. 監査公認会計士等に対する報酬

 

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
(千円)

非監査業務に基づく報酬
(千円)

監査証明業務に基づく報酬
(千円)

非監査業務に基づく報酬
(千円)

4,000 ― 4,000 ―
 

 
b. 監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬(a.を除く)

該当事項はありません。
 

c. その他重要な報酬の内容

該当事項はありません。
 

d. 監査報酬の決定方針

監査法人の独立性、監査日数、当社の規模、業務の特性等を勘案して適切に決定しております。

 
(4) 【役員の報酬等】

当社は非上場会社でありますので、記載すべき事項はありません。

なお、役員報酬の内容につきましては、「４　コーポレート・ガバナンスの状況等　(1) コーポレート・ガバナ

ンスの概要」に記載しております。

 
(5) 【株式の保有状況】
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当社は非上場でありますので、記載すべき事項はありません。
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５ 【従業員の状況等】

(1) 【人材戦略に関する基本方針等】

当社は、少人数による効率的かつ安定的な事業運営を基本方針としております。

各従業員が不動産管理、テナント対応及び管理業務等に関する必要な知識及び経験を継続的に蓄積できるよう努め

ております。また、業務の継続性及び安定的な事業運営を図る観点から、従業員の健康管理及び働きやすい職場環境

の維持に努めております。

 
(2) 【従業員の状況】

(1) 従業員数、平均年齢、平均勤続年数及び平均年間給与

令和８年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)
平均年間給与の対前
事業年度増減率(％)

4 56.7 18.8 8,802,330 △1.0
 

(注) １　従業員は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　臨時従業員は雇用しておりません。

４　当社の事業は「貸室業」の単一セグメントであります。

 

(2) 労働組合の状況

労働組合はありません。外部団体との接触もありません。

また労使関係は良好であります。

 

(3) 管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

当社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律(平成27年法律第64号)」及び「育児休業、介護休業

等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律(平成３年法律第76号)」の規定による公表義務の対象ではな

いため、記載を省略しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１  財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(令和７年４月１日から令和８年３月31日ま

で)の財務諸表について、東陽監査法人により監査を受けております。

 

３  連結財務諸表について

当社は、子会社がないため、連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【財務諸表等】
(1) 【財務諸表】
① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(令和７年３月31日)
当事業年度

(令和８年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,361,763 784,584

  売掛金 61 1,105

  未収消費税等 ― 287,619

  その他 149 822

  流動資産合計 1,361,973 1,074,132

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 728,273 755,544

    減価償却累計額 △544,688 △7,555

    建物（純額） 183,584 ※1  747,988

   建物附属設備 743,101 103,767

    減価償却累計額 △680,739 △5,151

    建物附属設備（純額） 62,361 98,615

   構築物 1,896 ―

    減価償却累計額 △1,896 ―

    構築物（純額） 0 ―

   工具、器具及び備品 23,151 29,926

    減価償却累計額 △19,700 △3,370

    工具、器具及び備品（純額） 3,450 26,556

   土地 169,771 ※1  1,415,559

   有形固定資産合計 419,168 2,288,720

  無形固定資産   

   電話加入権 613 613

   無形固定資産合計 613 613

  投資その他の資産   

   繰延税金資産 14,594 36,892

   差入保証金 35 ―

   投資その他の資産合計 14,629 36,892

  固定資産合計 434,411 2,326,226

 資産合計 1,796,384 3,400,359
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(令和７年３月31日)
当事業年度

(令和８年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  未払法人税等 29,039 537,727

  未払消費税等 8,168 ―

  預り金 594 464

  賞与引当金 6,886 5,506

  その他 24,802 32,811

  流動負債合計 69,492 576,510

 固定負債   

  退職給付引当金 27,262 18,815

  役員退職慰労引当金 6,783 6,716

  長期預り敷金保証金 133,904 81,972

  固定負債合計 167,949 107,504

 負債合計 237,442 684,014

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 135,000 135,000

  利益剰余金   

   利益準備金 33,750 33,750

   その他利益剰余金   

    別途積立金 1,247,000 1,247,000

    繰越利益剰余金 143,451 1,300,853

   利益剰余金合計 1,424,201 2,581,603

  自己株式 △258 △258

  株主資本合計 1,558,942 2,716,344

 純資産合計 1,558,942 2,716,344

負債純資産合計 1,796,384 3,400,359
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② 【損益計算書】
           (単位：千円)

          前事業年度
(自 令和６年４月１日
　至 令和７年３月31日)

当事業年度
(自 令和７年４月１日
　至 令和８年３月31日)

売上高   

 賃貸収入 403,153 345,453

売上原価   

 賃貸原価 169,471 172,158

売上総利益 233,681 173,295

一般管理費   

 役員報酬及び給料手当 51,807 49,676

 退職給付費用 2,587 758

 役員退職慰労金 ― 33

 役員退職慰労引当金繰入額 650 1,500

 賞与引当金繰入額 3,994 4,185

 法定福利費 6,447 6,085

 福利厚生費 1,258 572

 交際費 1,752 1,628

 旅費及び交通費 146 158

 減価償却費 206 13,952

 租税公課 9,619 149,602

 業務委託費 7,961 10,775

 消耗品費 3,841 17,042

 通信費 541 2,111

 保険料 177 2,085

 水道光熱費 2,143 7,011

 支払手数料 ― 34,000

 修繕費 ― 5,489

 地代家賃 ― 3,677

 雑費 1,073 10,254

 一般管理費合計 94,210 320,600

営業利益又は営業損失（△） 139,470 △147,305

営業外収益   

 受取利息及び配当金 754 2,335

 雑収入 23 59

 営業外収益合計 777 2,395

営業外費用   

 雑損失 0 101

 営業外費用合計 0 101

経常利益又は経常損失（△） 140,248 △145,011

特別利益   

 固定資産売却益 ― ※１  8,220,228

 特別利益合計 ― 8,220,228

特別損失   

 固定資産売却損 ― ※２  530,000

 固定資産廃棄損 ― ※３  238,568

 固定資産圧縮損 ― ※４  5,618,895

 特別損失合計 ― 6,387,464

税引前当期純利益 140,248 1,687,752

法人税、住民税及び事業税 45,167 539,160

法人税等調整額 △1,753 △22,298

法人税等合計 43,414 516,862

当期純利益 96,833 1,170,890
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【賃貸原価明細書】

 

  
前事業年度

(自 令和６年４月１日
至 令和７年３月31日)

当事業年度
(自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

  人件費  34,317 20.2 50,139 29.1

  租税公課  39,448 23.3 29,822 17.3

  諸経費  74,699 44.1 79,803 46.4

  減価償却費  21,006 12.4 12,392 7.2

合計  169,471 100.0 172,158 100.0

  (注) 人件費のうち      

        賞与引当金繰入額  2,892  1,321  

        退職給付費用  828  3,487  

　(注)原価計算の方法  単純総合原価計算  同左  
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③ 【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 令和６年４月１日　至 令和７年３月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

純資産合計
資本金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 135,000 33,750 1,167,000 140,106 1,340,856 △258 1,475,597 1,475,597

当期変動額         

別途積立金の積立   80,000 △80,000 ―    

剰余金の配当    △13,488 △13,488  △13,488 △13,488

当期純利益    96,833 96,833  96,833 96,833

当期変動額合計 ― ― 80,000 3,345 83,345 ― 83,345 83,345

当期末残高 135,000 33,750 1,247,000 143,451 1,424,201 △258 1,558,942 1,558,942
 

 

 当事業年度(自 令和７年４月１日　至 令和８年３月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

純資産合計
資本金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 135,000 33,750 1,247,000 143,451 1,424,201 △258 1,558,942 1,558,942

当期変動額         

別途積立金の積立         

剰余金の配当    △13,488 △13,488  △13,488 △13,488

当期純利益    1,170,890 1,170,890  1,170,890 1,170,890

当期変動額合計 ― ― ― 1,157,401 1,157,401 ― 1,157,401 1,157,401

当期末残高 135,000 33,750 1,247,000 1,300,853 2,581,603 △258 2,716,344 2,716,344
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】
           (単位：千円)

          前事業年度
(自 令和６年４月１日
　至 令和７年３月31日)

当事業年度
(自 令和７年４月１日
　至 令和８年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益 140,248 1,687,752

 減価償却費 21,213 26,345

 賞与引当金の増減額（△は減少） △573 △1,380

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,996 △8,446

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 650 △66

 受取利息及び受取配当金 △754 △2,335

 固定資産売却損益（△は益） ― △7,690,228

 固定資産圧縮損 ― 5,618,895

 固定資産廃棄損 ― 238,568

 売上債権の増減額（△は増加） 20 △1,044

 預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △18,250 △51,932

 未払金及び未払費用の増減額（△は減少） △801 3,897

 未収消費税等の増減額（△は増加） ― △287,619

 その他 691 35,971

 小計 145,440 △431,621

 利息及び配当金の受取額 754 2,335

 法人税等の支払額 △31,686 △50,222

 営業活動によるキャッシュ・フロー 114,508 △479,507

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 固定資産の取得による支出 △53,877 △7,944,217

 固定資産の売却による収入 ― 7,860,000

 差入保証金の回収による収入 ― 35

 差入保証金の差入による支出 △35 ―

 投資活動によるキャッシュ・フロー △53,912 △84,182

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 配当金の支払額 △13,488 △13,488

 財務活動によるキャッシュ・フロー △13,488 △13,488

現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ―

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 47,107 △577,178

現金及び現金同等物の期首残高 1,314,656 1,361,763

現金及び現金同等物の期末残高 1,361,763 784,584
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１  固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

定額法を採用しております。

なお主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物          41～50年

建物附属設備 ８～18年

２  引当金の計上基準

(1) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度負担分を計上しております。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

退職給付引当金は、簡便法により退職金規程に基づく期末自己都合要支給額から、退職金共済制度より支給され

る額を控除した額を計上しています。

(3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。

３ 収益及び費用の計上基準

貸室業に係る顧客との契約から生じる収益

顧客への財又はサービスの提供における役割(本人又は代理人)を判断し、本人としての役割となる場合は総額で収

益を認識し、代理人としての役割となる場合は純額で収益を認識しております。

４ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び預金日から３ヶ月以内の定期預金を含めて

おります。

 

(重要な会計上の見積り)

繰延税金資産の回収可能性

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

  (千円)

 前事業年度 当事業年度

繰延税金資産 14,594 36,892
 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

繰延税金資産は、当事業年度末において近い将来に経営環境に著しい変化が見込まれないものと仮定し、将来獲

得しうる課税所得を合理的に見積り算定しております。

 
(貸借対照表関係)

※１　当事業年度に取得した有形固定資産について、取得価額から控除した圧縮記帳額は、建物1,955,375千円、土地

3,663,520千円であります。

 

(損益計算書関係)

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との

契約から生じる収益の金額は、財務諸表「注記事項 (収益認識関係) １　顧客との契約から生じる収益を分解した

情報」に記載しております。

※１　固定資産売却益の内容は、土地8,220,228千円であります。

※２　固定資産売却損の内容は、建物解体相当額530,000千円であります。

※３　固定資産廃棄損の内容は、建物178,350千円、建物附属設備57,449千円、工具、器具及び備品2,768千円、構築物0

千円であります。

※４　固定資産圧縮損の内容は、建物1,955,375千円、土地3,663,520千円であります。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 令和６年４月１日 至 令和７年３月31日）

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 270,000 ― ― 270,000
 

 

２  自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 230 ― ― 230
 

 

３  配当に関する事項

  (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

令和６年６月20日
定時株主総会

普通株式 13,488 50 令和６年３月31日 令和６年６月21日
 

 

  (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

令和７年６月19日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 13,488 50 令和７年３月31日 令和７年６月20日
 

 

当事業年度(自 令和７年４月１日 至 令和８年３月31日）

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 270,000 ― ― 270,000
 

 

２  自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 230 ― ― 230
 

 

３  配当に関する事項

  (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

令和７年６月19日
定時株主総会

普通株式 13,488 50 令和７年３月31日 令和７年６月20日
 

 

  (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

令和８年６月19日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 13,488 50 令和８年３月31日 令和８年６月22日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

(自 令和６年４月１日
至 令和７年３月31日)

当事業年度
(自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日)

現金及び預金勘定 1,361,763千円 784,584千円

預入期間３ヶ月を超える定期預金 ―千円 ―千円

現金及び現金同等物 1,361,763千円 784,584千円
 

 

(リース取引関係)

重要性が乏しいため記載を省略しております。
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(金融商品関係)

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、会館改修工事等に必要な資金は自己資金により賄って

おります。デリバティブ取引は行っておりません。

(2) 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

現金及び預金は、短期的な預金に限定して運用しております。

長期預り敷金保証金は、賃貸契約に基づきテナントより預かっているものであり契約解除のときに返還してお

ります。テナントの退出状況により当社に流動性リスクがあります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

取引先の状況を定期的にモニタリングし、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図ってお

ります。

②  資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払を実行できなくなるリスク)の管理

適時に資金繰り計画を作成・更新し、流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいる為、異なる前提条件等によった場合、当該価額が

変動することもあります。

 
 
２  金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前事業年度(令和７年３月31日)

(単位：千円)

 貸借対照表計上額 時価 差額

長期預り敷金保証金 133,904 128,582 △5,321

負債計 133,904 128,582 △5,321
 

 

＊１　「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似
するものであることから、記載を省略しております。

 
当事業年度(令和８年３月31日)

(単位：千円)

 貸借対照表計上額 時価 差額

長期預り敷金保証金 81,972 13,048 △68,923

負債計 81,972 13,048 △68,923
 

 

＊１　「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似
するものであることから、記載を省略しております。
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３ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 
時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前事業年度(令和７年３月31日)

 

区分
時価(千円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期預り敷金保証金 ― 128,582 ― 128,582

負債計 ― 128,582 ― 128,582
 

(注)　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

長期預り敷金保証金

償還予定時期を見積り、その期間に応じた国債の利回りを基礎とした利率で割り引いた現在価値により算定

しており、レベル２の時価に分類しております。

 
当事業年度(令和８年３月31日)

 

区分
時価(千円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期預り敷金保証金 ― 13,048 ― 13,048

負債計 ― 13,048 ― 13,048
 

(注)　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

長期預り敷金保証金

償還予定時期を見積り、その期間に応じた国債の利回りを基礎とした利率で割り引いた現在価値により算定

しており、レベル２の時価に分類しております。

 
(有価証券関係)

前事業年度及び当事業年度とも該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

前事業年度及び当事業年度とも該当事項はありません。
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度と外部拠出退職金共済制度(中小企業退職共済他)を採用してお

ります。

 
２　簡便法を適用した確定給付制度

(1)簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

（千円）

 
前事業年度

(自 令和６年４月１日
至 令和７年３月31日)

当事業年度
(自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日)

退職給付引当金の期首残高 24,266 27,262

退職給付費用 3,416 4,245

退職給付の支払額 ― △12,312

制度への拠出額 △420 △380

退職給付引当金の期末残高 27,262 18,815
 

 
(2)退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表

（千円）

 
前事業年度

(令和７年３月31日)
当事業年度

(令和８年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 ― ―

年金資産 ― ―

 ― ―

非積立型制度の退職給付債務 27,262 18,815

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 27,262 18,815

   
退職給付引当金 27,262 18,815

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 27,262 18,815
 

 
(3)退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用　前事業年度　3,416千円　当事業年度　4,245千円

 
３　確定拠出制度

該当事項はありません。

 
(ストック・オプション等関係)

前事業年度及び当事業年度とも該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(令和７年３月31日)
当事業年度

(令和８年３月31日)

繰延税金資産   

未払事業税 1,515千円 26,121千円

賞与引当金 2,108 1,735

退職給付引当金 8,593 5,930

役員退職慰労引当金 2,124 2,117

その他 253 987

繰延税金資産合計 14,594 36,892

評価性引当額 ― ―

繰延税金資産の純額 14,594 36,892
 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の主な原因別の内訳

前事業年度及び当事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率

の100分の５以下であるため、注記を省略しております。

 
(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(資産除去債務関係)

該当事項はありません。
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(賃貸等不動産関係)

前事業年度(自 令和６年４月１日 至 令和７年３月31日)

 

当社は、１棟の賃貸用の自社ビル(土地を含む)を有しております。令和７年３月期における賃貸等不動産に関する

賃貸損益は233,681千円(賃貸収入は売上高に、賃貸原価は売上原価に計上)であります。

賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び当事業年度における主な変動並びに決算日における時価及び当該時価の算定

方法は以下のとおりであります。

(単位：千円)

貸借対照表計上額

決算日における時価

当事業年度期首残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高

353,301 54,593 407,895 5,500,000
 

 

(注) １　貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２　時価の算定方法

社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づいて算定した金額であります。

 

 
当事業年度(自 令和７年４月１日 至 令和８年３月31日)

 

当社は、１棟の賃貸用の自社ビル(土地を含む)を有しております。令和８年３月期における賃貸等不動産に関する

賃貸損益は173,295千円(賃貸収入は売上高に、賃貸原価は売上原価に計上)であります。

賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び当事業年度における主な変動並びに決算日における時価及び当該時価の算定

方法は以下のとおりであります。

(単位：千円)

貸借対照表計上額

決算日における時価

当事業年度期首残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高

407,895 1,394,766 1,802,661 7,790,000
 

 

(注) １　貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２　時価の算定方法

社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づいて算定した金額であります。

 

(収益認識関係)

１　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自 令和６年４月１日
至 令和７年３月31日)

当事業年度
(自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日)

顧客との契約から生じる収益 144,791 79,998

その他の収益 258,361 265,455

合計 403,153 345,453
 

 
２　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

当社の事業は貸室業で、その賃貸先は建設関係諸団体であります。

テナントの冷暖房使用及び電気等の使用に基づく収益は、顧客との契約から生じる収益に計上しております。

その他の収益には、テナントとの賃貸契約により、「リース取引に関する会計基準」に基づく不動産賃貸収益を計

上しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前事業年度(自  令和６年４月１日  至  令和７年３月31日)および当事業年度(自  令和７年４月１日  至  令和

８年３月31日)とも、当社の事業は「貸室業」の単一セグメントであります。従って開示対象となるセグメントはあ

りませんので、記載を省略しております。

 
【関連情報】

前事業年度(自 令和６年４月１日 至 令和７年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

貸室業の外部顧客への売上高が、損益計算書の売上高の90％を超えるため製品及びサービスごとの売上高の記載を

省略しております。

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が、損益計算書の売上高の90％を超えるため、地域ごとの売上高の記

載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が、貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えているため、地域ご

との有形固定資産の記載を省略しております。

３  主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

一般社団法人日本建設業連
合会

123,833

貸室業東日本建設業保証株式会社 41,766

東京都土木建築健康保険組
合

33,709
 

 
当事業年度(自 令和７年４月１日 至 令和８年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

貸室業の外部顧客への売上高が、損益計算書の売上高の90％を超えるため製品及びサービスごとの売上高の記載を

省略しております。

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が、損益計算書の売上高の90％を超えるため、地域ごとの売上高の記

載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が、貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えているため、地域ご

との有形固定資産の記載を省略しております。

３  主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

一般社団法人日本建設業連
合会

107,827

貸室業東日本建設業保証株式会社 55,388

東京都土木建築健康保険組
合

39,776
 

 
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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(持分法損益等)

当社は関連会社がないため、前事業年度及び当事業年度とも該当事項はありません。

　

【関連当事者情報】

前事業年度及び当事業年度とも該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり当期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 

項目
前事業年度

(令和７年３月31日)
当事業年度

(令和８年３月31日)

(1) １株当たり純資産額 5,778.79円 10,069.11円

  (算定上の基礎)   

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 1,558,942 2,716,344

普通株式に係る純資産額(千円) 1,558,942 2,716,344

普通株式の発行済株式数(株) 270,000 270,000

普通株式の自己株式数(株) 230 230

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株)

269,770 269,770
 

 

項目
前事業年度

(自 令和６年４月１日
至 令和７年３月31日)

当事業年度
(自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日)

(2) １株当たり当期純利益金額 358.95円 4,340.33円

  (算定上の基礎)   

当期純利益(千円) 96,833 1,170,890

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 96,833 1,170,890

期中平均株式数(株) 269,770 269,770
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

　

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産        

  建物 728,273 2,710,920
2,683,649
(1,955,375)

755,544 7,555 7,555 747,988

  建物附属設備 743,101 103,767 743,101 103,767 5,151 5,151 98,615

  構築物 1,896 ― 1,896 ― ― ― ―

  工具、器具
  及び備品

23,151 29,366 22,591 29,926 3,370 2,810 26,556

  土地 169,771 5,079,080
3,833,291
(3,663,520)

1,415,559 ― ― 1,415,559

有形固定資産計 1,666,194 7,923,134 7,284,530 2,304,798 16,077 15,517 2,288,720

無形固定資産        

  電話加入権 613 ― ― 613 ― ― 613

無形固定資産計 613 ― ― 613 ― ― 613

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産        

 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―
 

 

(注) １　当期増加額のうち、主なものは次のとおりであります。

建物 東京建設会館本社ビル 2,710,920千円

土地 　　　　 〃 　　　　土地 5,079,080千円
 

２　当期減少額のうち、主なものは次のとおりであります。

建物 鉄筋事務室 379,037千円

 耐震補強工事 188,421千円

建物附属設備 受変電設備改修 57,782千円

 エレベーター２台 52,210千円
 

３　当期減少額のうち、( )は内書きで取得価額から直接控除している圧縮記帳額であります。

 
【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

該当事項はありません。
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【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

賞与引当金 6,886 5,506 6,886 ― 5,506

役員退職慰労引当金 6,783 1,500 1,566 ― 6,716
 

 
【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

    資産の部

イ  現金及び預金

 

区分 金額(千円) 区分 金額(千円)

現金 1,617
預金の種類  
普通預金 782,967

合計 784,584
 

 

ロ  売掛金

(1) 相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

一般社団法人日本建設業連合会 382

東日本建設業保証株式会社 154

東京都土木建築健康保険組合 154

一般社団法人全国建設業協会 124

一般社団法人東京建設業協会 97

その他７社 191

合計 1,105
 

 

(2) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

 

当期首残高(千円)
 
(Ａ)

当期発生額(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

当期末残高(千円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
 

 

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

 

 

61 404,001 402,957 1,105 99.7 0.5
 

 

ハ 未収消費税等

 

区分 金額(千円)

未収消費税等 287,619

合計 287,619
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    負債の部

イ  退職給付引当金

 

区分 金額(千円)

退職給付債務 18,815

合計 18,815
 

 

ロ  長期預り敷金保証金(固定負債)

 

預り先 金額(千円)

一般社団法人日本建設業連合会 34,675

東日本建設業保証株式会社 10,896

東京都土木建築健康保険組合 10,625

一般社団法人全国建設業協会 8,414

一般社団法人東京建設業協会 6,918

その他７社 10,443

合計 81,972
 

 

ハ 未払法人税等

 

区分 金額(千円)

法人税、住民税 415,504

事業税 122,222

合計 537,727
 

 
(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 1,000株券  100株券  10株券  １株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 ―株

株式の名義書換え  

    取扱場所
東京都中央区八丁堀２―８―５
株式会社東京建設会館総務課事務室

    株主名簿管理人
東京都中央区八丁堀２―８―５
株式会社東京建設会館総務課事務室

    取次所 なし

    名義書換手数料 １枚につき100円

    新券交付手数料 １枚につき500円

単元未満株式の買取り  

    取扱場所 なし

    株主名簿管理人 なし

    取次所 なし

    買取手数料 なし

公告掲載方法 官報

株主に対する特典 なし

株式の譲渡制限 株式の譲渡については、取締役会の承認を必要とする。
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 
(1) 

 
有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度

(第72期)

自 令和６年４月１日

至 令和７年３月31日

令和７年６月20日

関東財務局長に提出。

     

(2) 半期報告書 (第73期中)
自 令和７年４月１日

至 令和７年９月30日

令和７年12月１日

関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

令和８年６月22日

株式会社東京建設会館

取締役会  御中

東陽監査法人
 

東京事務所
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 早   﨑         信  

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小   西   正   毅  

 

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社東京建設会館の令和７年４月１日から令和８年３月31日までの第73期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属

明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社東京建設会館の令和８年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。経営

者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役の責任は、その他の記載内容の報告プロセ

スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備

を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

※１ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。

 ２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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